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2011 年 4 月 30 日，第 7 期国会議員選挙が行われ，190 人の立候補者のな






























票」となっている。選挙権は 18 歳以上，被選挙権は 21 歳以上に付与され，
第 6 条は「すべてのラオス市民は，性別，民族，信条，社会的地位，居住地，
職業に関係なく選挙権と被選挙権を有する」と定めている（Saphaa Haeng Saat 
[2011: 4]）。立候補資格は 2001 年選挙法から変更はなく，ラオス国籍のラオ
ス人であり，党の刷新路線に忠誠で，愛国心があり，国家や人民の利益に正直で，
党路線や国家の法律を把握し，国会議員としての権利や任務を果たせる知識や
能力を有することなど 6 項目が定められている（Saphaa Haeng Saat [2011: 7]）。
党員に関する条項はなく，法律上は党員／非党員に関係なく立候補することが
可能である。
2010 年選挙法における大きな変更は，2001 年選挙法第 8 条第 4 項で定め





だ，2011 年 2 月 3 日付で選挙法とは別に公布された「第 7 期国会の人員構
成準備に関する国家選挙委員会指導書第 10 号」では，立候補者は 2001 年
選挙法と同様に国内居住者であり国内で活動する者と定められている（Khana 
Kammakaan Lueaktang Ladap Saat [2011b]）。各地方や国家機関は同指導書に沿っ
て立候補者を選定するため，実際は国外居住者が立候補することはなかった。
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選挙区は首都・県ごとに設置される（第 18 条）。現在の行政区分にしたが
えば 17 選挙区となる。定数は第 11 条で人口 5 万人に 1 議席と定められ，人
口 15 万人以下の県は少なくとも 3 人の代表を有するとなっている（Saphaa 
Haeng Saat [2001: 6]）。
2.　選挙までの流れ
まず決定されるのが投票日である。投票日は国会常務委員会が決定し，国




知事や郡長が遅くとも投票日の 90 日前までに任命する（第 27 条）。そして立
候補者数と各選挙区の定数は国会常務委員会が決定し，遅くとも投票日の 60
日前までに国家主席令により公告される（第 11 条）。また立候補者名簿も，遅
くとも投票日の 60 日前までに国家選挙委員会によって公示される（第 15 条）。
有権者は立候補者名簿公示後 7 日以内に，郡選挙委員会に対して文書で異議
を唱えることができる。異議は県選挙委員会で 3 日以内に審議され，解決で
きない場合は異議受領後 5 日以内に国家選挙委員会で解決が図られる（第 16
条）。有権者登録は村で行い，国家選挙委員会は有権者数を遅くとも投票日の
40 日前までに発表する（第 21 条）。以上が法律で定められたおおよその流れ
である。
実際の過程は以下のようになっていた。2010 年 12 月 21 日，国会常務委
員会が投票日を 2011 年 4 月 30 日に定め，翌 22 日に投票日に関する国家主
席令第 295 号が公布された（Pathaan Patheet [2010a]）。また同 22 日には，国
家選挙委員会任命に関する国会常務委員会決議第 144 号が公布され，12 月
30 日付けの国家主席令第 296 号により公告された（Pathaan Patheet [2010b]）。
そして，31 日にサイソーンポーン国会副議長兼国家選挙委員が記者会見を行
い，投票日や国家選挙委員会の構成が国民に公表されたのである。
表 1 は国家選挙委員会の構成員である。10 人が党政治局員もしくは中央執
行委員であり，残りの 7 人も全員党幹部である。後者の 7 人のうち 3 人（ソ





















（出所）Pathaan Patheet [2010b] をもとに筆者作成。
ている。地方選挙委員会も党幹部によって構成される。その地方選挙委員会に
ついては，2011 年 1 月 5 日付で「地方級選挙委員会任命に関する国家選挙委
員会指導書第 06 号」が公布され，1 月 20 日までに任命を終えるよう指示が
出された（Khana Kammakaan Lueaktang Ladap Saat [2011a]）。たとえばこの指
導書第 06 号にもとづき，1 月 17 日にセコーン県ダクチュン郡で郡選挙委員
会が任命されている（Pasaason , 2011 年 1 月 28 日）。
その後「第 7 期国会の人員構成準備に関する国家選挙委員会指導書第 10 号」
にて，表 2 のように議席数（132 議席），立候補者数（190 人）とともに，各選
挙区の定数と候補者数，また中央と地方所属候補者の内訳が定められた（Khana 












1 首都ヴィエンチャン 12 9 21 15
2 ポンサリー 6 1 7 5
3 ルアンナムター 6 1 7 5
4 ウドムサイ 8 1 9 6
5 ボケオ 6 1 7 5
6 ルアンパバーン 9 4 13 9
7 サイニャブリー 8 2 10 7
8 フアパン 8 1 9 6
9 シェンクワン 8 1 9 6
10 ヴィエンチャン 9 4 13 9
11 ボリカムサイ 8 1 9 6
12 カムアン 8 2 10 7
13 サワンナケート 16 9 25 17
14 サラワン 8 2 10 7
15 チャンパーサック 11 6 17 12
16 セコーン 6 1 7 5
17 アッタプー 6 1 7 5
　 合計 143 47 190 132
（出所）Khana Kammakaan Lueaktang Ladap Saat [2011b] をも
とに筆者作成。






















たとえば，ヴィエンチャン県では地方候補者 9 人を選ぶ際（表 2 参照），各
機関が選出した候補者に関する県レベルの諮問会議を 2011 年 2 月 11 日に開
催し，13 人の候補者のなかから 9 人を投票により選出した。会議出席者は県
党常務委員会（県レベルの党最高意思決定機関）委員，県部門課長，郡長，副郡
長，郡部門事務所長，その他幹部職員である（Pasaason , 2011 年 2 月 17 日）(2)。
また，中央の情報・文化省では 2 月 10 日に開催した省内の諮問会議において，




保健省，国防省から擁立された（Pasaason , 2011 年 4 月 8 日）。
また，今回は 2 名の非党員が立候補した。第 1 選挙区首都ヴィエンチャン

















表 3 は，第 6 期国会議員選挙（2006 年）と第 7 期国会議員選挙（2011 年）
の立候補者の特徴を比較したものである。定数に対する立候補者の割合は，約
1.52 倍から約 1.43 倍と若干減少している。年齢層はほぼ変わらず 50 歳代が
もっとも多い。また，第 7 次 5 カ年計画で女性議員の割合を 30％以上にする
との目標が掲げられたためか（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii IX Phak 
Pasaason Pativat Lao  [2011: 82]），女性候補者は前回よりも若干増えている。教
育レベルは高まっており，学士修了以上が 100 人を超え高学歴化が進んでい
る。






















Times , 2011 年 3 月 4 日）。以下具体的にみてみよう。
表 3　第 6期，第 7期国会議員選挙立候補者の特徴
　 第 6 期 第 7 期
立候補者総数 175 人 190 人
中央立候補者 43 人（女性 6 人） 47 人（女性 12 人）
地方立候補者 132 人（女性 33 人） 143 人（女性 35 人）
現職国会議員 46 人（女性 14 人） 45 人（女性 11 人）
女性候補者 39 人 47 人
45 歳以下 24 人 26 人
46 歳～ 50 歳 50 人 42 人
51 歳～ 55 歳 52 人 58 人
56 歳～ 60 歳 33 人 43 人
61 歳以上 16 人 23 人
初等教育修了 10 人 4 人
中等教育修了 21 人 18 人
高等教育修了 71 人 55 人
学士修了 32 人 55 人
修士修了 22 人 36 人
博士修了 19 人 22 人
（出所）Pasaason , 2006 年 3 月 2 日，2011 年 3 月 3 日をもとに
筆者作成。
（注）　第 7 期の年齢構成について，Pasaason , 2011 年 3 月 11 日
では 192 人となっているが立候補者総数は 190 人のため，
集計ミスと考えられる。
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 表 4　第 6期，第 7期国会選挙立候補者の出身分野別分類
第 6 期国会議員選挙
分野 立候補者数 割合 当選者数 割合
政治局 4 2.3% 4 3.5%
党中央委員・大臣 8 4.6% 8 7.0%
県副知事・党副書記 13 7.4% 12 10.4%
郡党書記・郡長・郡党副書記・副郡長 1 0.6% 0 0.0%





















経済・対外関係セクター 26 14.9% 12 10.4%
国会関係機関 19 10.9% 16 14.0%
合計 175 100.0% 115 100.0%
第 7 期国会議員選挙
分野 立候補者数 割合 当選者数 割合
政治局 1 0.5% 1 0.8%
党中央委員・大臣 8 4.2% 7 5.3%
県副知事・党副書記 1 0.5% 0 0%
郡党書記・郡長・郡党副書記・副郡長 9 4.7% 5 3.8%





















経済・対外関係セクター 34 18.0% 24 18.2%
国会関係機関 31 16.3% 24 18.1%
合計 190 100% 132 100%



















組織名 候補者数 割合 当選者数 割合
県・郡建設戦線 9 5.10% 4 3.50%
女性同盟・女性関連組織 15 8.60% 13 11.30%
人民革命青年団 10 5.70% 3 2.60%
労働連盟 2 1.00% 1 0.90%
退役軍人協会 1 0.50% 1 0.90%
第 7 期国会議員選挙
組織名 候補者数 割合 当選者数 割合
県・郡建設戦線 16 8.40% 12 9.10%
女性同盟・女性関連組織 15 7.90% 10 7.60%
人民革命青年団 5 2.60% 1 0.80%
労働連盟 3 1.60% 3 2.30%






2010 年選挙法第 11 条では，「兼務者と非兼務者の協調という原則を保障
しなければならない」と定められた（Saphaa Haeng Saat [2010: 6]）。より具
体的には「国家選挙委員会指導書第 10 号」において，「ひとつの選挙区は，
選挙区の業務に従事するため専従国会議員を少なくとも 3 人おく」（Khana 







る（Vientiane Times,  2011 年 3 月 4 日）。







また事務局から構成されている機関である（Saphaa Haeng Saat [2010]）。前回

















地方国会関係者 候補者数 割合 当選者数 割合
選挙区国会議員委員会事務局 5 2.90% 3 2.60%
選挙区国会議員委員会常任議員 4 2.30% 3 2.60%
第 7 期国会議員選挙
地方国会関係者 候補者数 割合 当選者数 割合
選挙区国会議員委員会事務局 11 8.80% 6 4.50%
選挙区国会議員委員会常任議員 8 4.20% 8 6.00%
（出所）表 4 に同じ。
100
の活動を検査すると定めた（Saphaa Haeng Saat [2010]）。さらに第 56 条は，県・
都知事，地方のセクター部門長，裁判所長官，検察院長，監査機構長などへの
質疑権，重要問題について人民や社会組織の意見を聴取するための会議を開催







投票は 2011 年 4 月 30 日に行われた。有権者総数は 324 万 4312 人，う
ち実際に投票した人数は 323 万 3241 人であり，投票率は 99.65% であった










選挙結果は 5 月 9 日に公表された。表 4 からはほぼ党の意図どおりの結果
となっていることがわかる。県や郡の地方建設戦線代表は 16 人中 12 人が当
選し，全体の約 9％を占めた。選挙区国会議員委員会事務局長は 11 人が立候
補し当選は 6 人と期待通りの結果ではなかったと考えられる。ただそれでも，
8 人全員が当選した選挙区国会議員委員会常任議員とあわせれば，地方国会関
係者は前回の 6 人（約 5％）から 14 人（約 10％）と 2 倍に増えており，ある
程度党の意向は反映されたといえる。なお女性は 47 人の候補者のうち 33 人
が当選したが，目標の 30% 以上には届かなかった。














































る。今後 5 年間，第 7 期国会がラオス政治にどのようなインパクトを与えて
いくのか，その活動が注目される。
【注】







（5）2006 年の第 6 期国会議員選挙では，県党副書記・副知事は全部で 15 人立候
補しているが，フアパン県党副書記とサイニャブリー県党副書記は建設線議長
を兼務しているため，表 4 では社会・大衆組織に，表 5 では県・郡建設戦線に
分類している。そのため 13 人とカウントした。また，ヴィエンチャン県から
立候補した旧サイソブーン特別区副区長は副書記・副知事に分類した。同様に，






（6）2011 年 4 月 30 日行った首都ヴィエンチャン有権者 N 氏への聞き取り。
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